（様式３）
誓　約　書

令和　　年　　月　　日

（あて先）印西市長

　　　　　　　　　　　　　　  所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称　
　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　

印西市公共施設マネジメントシステム導入業務委託プロポーザルの申請にあたり、下記申請資格を満たしており、提出書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。
　また、下記事項について疑義が生じた場合は、市長の指示に従い関係書類を速やかに提出すること及び必要な確認、調査その他情報の収集を行うことを誓約します。

記

(1)　   地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない  
者であること。
(2) 本プロポーザルの公告の日において、市から指名停止の措置を受けていない者であること。
(3) 電子交換所による取引停止処分を受けた場合は２年間を経過していない者、本プロポーザルの審査（プレゼンテーション）日前６ヶ月以内に手形・小切手を不渡りした者、会社更生法の適用申請をした場合は同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者、民事再生法の適用申請をした場合は同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者のいずれにも該当しない者であること。
(4) 　印西市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成19年告示第95号）別表に掲げる
措置要件のいずれにも該当しない者であること。
(5)  納税義務のある税を滞納していない者であること。
(6)  ISO/IEC 27001(JIS Q 27001)（ISMS）またはJIS Q 15001（プライバシーマーク）の認証がなされていること。
(7) 令和３年度から令和７年度までの間に、他の地方公共団体において、公共施設マネジメントシステムの元請導入の実績があること。
